別記様式５
誓約書
年　　月　　日

裾野市長　　様


申請者

所在地

団体名

代表者氏名
印


連絡先

（電話番号）

裾野市スポーツ施設等の指定管理者の申請を行うにあたり、下記について誓約いたします。
記

１　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項及び第２項の規定により、一般競争入札に係る契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者、若しくは一般競争入札の参加を制限されている者が代表等を務める法人等でないこと。
２　法人税、法人市民税並びに消費税及び地方消費税を滞納していないこと。
３　会社更生法（平成１４年法律第１５４号）、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）等の規定に基づく、更生又は再生手続を行っていないこと。
４　地方自治法２４４条の２第１１項（昭和２２年法律第６７号）の規定により、指定管理者の指定の取消しを受けたことがある法人等でないこと。
５　裾野市から入札参加資格停止措置を受けている法人等でないこと。
６　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。）若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者の統制下にある団体等でないこと。
７　政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第３条第１項に規定する政治団体又はこれに類する団体等でないこと。
８　宗教法人法（昭和２６年法律第１２６号）第２条に規定する宗教団体又はこれに類する団体等でないこと。
９　２年以内に労働基準監督署から是正勧告を受けていないこと（仮に受けている場合には、必要な措置の実施について労働基準監督署に報告済みであること）。
10　当該団体の役員（法人でない団体にあっては、当該団体の代表者）が成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者で復権を得ないものに該当しないこと。
11　禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者が代表等を務める法人等でないこと。
12　提出した申請書類には、虚偽又は不正はないこと。
